
平成23年４月号３ 平成23年４月号 ２

会計名 予算額 前年比
一般会計 194億8,000万円 1.5%

特別会計

国民健康保険事業 50億7,616万円 2.6%
老人保健医療事業 0万円 皆減
後期高齢者医療事業 3億6,840万円 1.0%
介護保険事業 32億4,161万円 3.0%
社会就労センター事業 8,246万円 △ 1.6%
住宅改修資金貸付事業 0万円 皆減
倭財産区事業 228万円 125.6%
永田財産区事業 40万円 △4.8%
中野財産区事業 244万円 △18.6%
情報通信施設事業 5,677万円 3.7%
下水道事業 18億3,121万円 △17.0%
農業集落排水事業 7億2,602万円 9.4%
  小　　計 113億8,775万円 △ 0.8%

企業会計 水道事業 14億1,566万円 7.2%
合　　計 322億8,341万円 0.9%

【特集】
平成23年度

予 算
前年度当初比　２億9,000万円（1.5㌫）増

194億8,000万円
一般会計
予 算 額

　
平
成
23
年
度
予
算
は
、
「
市
民

生
活
と
地
域
経
済
の
安
定
・
向
上

を
図
る
」
を
基
本
に
見
据
え
な
が

ら
、
元
気
な
中
野
市
の
実
現
に
向

け
て
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
期
待
に

応
え
る
た
め
、
市
民
生
活
を
優
先

し
た
安
全
で
安
心
な
ま
ち
づ
く
り

を
目
指
し
て
い
ま
す
。

　
ソ
フ
ト
事
業
に
つ
い
て
は
地
域

に
密
着
し
た
「
医
療
」
「
福
祉
」

「
子
育
て
」
の
３
分
野
に
重
点
を

置
き
、
ハ
ー
ド
事
業
に
つ
い
て
は

必
要
・
不
可
欠
な
生
活
基
盤
事
業

を
重
視
し
ま
し
た
。

　
事
業
を
推
進
す
る
に
あ
た
り
、

将
来
の
財
政
負
担
な
ど
を
十
分
考

慮
、
検
討
し
、
時
代
の
流
れ
に
即

応
し
た
市
民
目
線
に
立
ち
、
市
民

の
皆
さ
ん
が
必
要
と
し
て
い
る
施

策
を
的
確
に
捉
え
、
行
政
が
責
任

を
持
つ
べ
き
事
業
の
精
査
を
行

い
、
真
に
必
要
な
事
業
へ
の
予
算

配
分
と
し
ま
し
た
。

　
ま
た
、
持
続
可
能
な
財
政
構
造

の
構
築
を
さ
ら
に
進
め
る
た
め
、

過
去
の
事
業
に
捉
わ
れ
る
こ
と
な

く
限
り
あ
る
財
産
・
財
源
お
よ
び

資
産
・
資
源
を
有
効
に
活
用
し
、

行
政
の
ス
リ
ム
化
を
推
進
す
る
と

と
も
に
、
事
務
事
業
評
価
な
ど
に

基
づ
き
、
各
種
事
業
の
見
直
し
や

削
減
を
図
り
、
市
税
を
始
め
と
す

る
収
入
の
確
保
に
全
力
を
挙
げ
、

今
後
の
さ
ら
な
る
厳
し
い
財
政
状

況
を
乗
り
切
る
た
め
、
規
律
あ
る

財
政
運
営
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

　
平
成
23
年
度
予
算
は
、
市
民
生
活
を
第
一
に
考
え
、
地
域
経
済
の
安
定
・
向
上
を

図
る
「
安
心
予
算
」
と
し
て
、
①
「
医
療
」
「
福
祉
」
「
子
育
て
」
の
充
実
、
②

「
教
育
と
文
化
」
の
充
実
、
③
「
雇
用
と
産
業
」
の
充
実
、
④
「
生
活
基
盤
」
の
充

実
、
の
４
項
目
を
基
本
と
し
て
い
ま
す
。

「医療」「福祉」「子育て」の充実 「教育と文化」の充実

「生活基盤」の充実

安心予算

「協働のまちづくり」の考え
方を徹底し、真に必要な施策
に財源を配分します。

中野市行政改革大綱に
よる着実な事業実施

市民生活の支援
市民の安心した生活を支
えるため、当面必要とする
施策を推進・支援します。

「協働のまちづくり」の考え
方を徹底し、真に必要な施策
に財源を配分します。

中野市総合計画に
沿った事業の重点実施

市民の協力のもと、知恵を活
かし工夫を凝らした財政改革
を進め、財源を確保します。

【基本理念】

　一般会計は、市が行う事業の大部分を占
め、市民の皆さんから納付していただく市
税や、国、県からの交付金などが主な財源
となります。
　これに対して特別会計は、特定の事業を
行うための予算で、主に保険料や使用料な
どの収入で賄われています。
　また、企業会計は、事業で得る収入に
よって支出を賄う独立採算型の会計で、水
道事業がこれにあたります。
　なお、水道事業の予算総額は、収益的支
出および資本的支出の予算額の合計です。

会計別予算額

歳入の主な特徴
◇市税収入は、低迷する経済・雇用情勢を
反映し、前年度比で約２億3,7００万円
の減収を見込んでいます。

◇地方財政計画の見込みから、地方交付税
については前年度比３億円の増額、臨時
財政対策債については、前年度比１億円
の減額を見込んでいます。

◇平成23年度末の一般会計市債残高は123億
円で、実質的な地方交付税である臨時財
政対策債を含めると、前年度比で約２億
7,000万円（臨時財政対策債を含めない場
合は約８億円）の減額を見込んでいます。

◇扶助費は、自立支援事業、子ども手当事
業、生活保護費などの増により前年度比
１億5,000万円の増額となりました。
◇公債費は、計画的に償還を行い市債残高
の減少に努めたため、前年度比4,000万円
の減額となりました。
◇普通建設事業費は、生活に密着した社会
資本整備を進めるため、前年度とほぼ同
額を確保しました。
◇国民健康保険事業の財政安定化を図るた
めの繰出金の増などにより、繰出金が前
年度比１億6,000万円の増額となりました。

歳出の主な特徴

歳　出
194億8,000万円
100.0％

人件費
32億7,904万8千円

16.8％

公債費
22億6,324万3千円

11.6％
普通建設
事業費

19億931万1千円
9.8％

補助費等
21億7,849万3千円

11.2％

物件費
31億8,356万５千円

16.3％

その他
12億5,746万9千円

6.5％

扶助費
26億6,266万4千円

13.7％
繰出金

27億4,620万7千円
14.1％

補助　５億8,501万5千円　3.0％
単独  13億2,429万6千円　6.8％

市　税
51億1,552万７千円

26.3％

地方交付税
58億円
29.8％

国庫支出金
28億4,508万２千円

14.6％

市　債
16億8,470万円
8.6％

繰入金
15億5,378万9千円

8.0％

諸収入
9億5,245万5千円

4.9％

その他
15億2,844万7千円

7.8％

歳　入
194億8,000万円
100.0％

「雇用と産業」の充実


